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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第62期

中間連結会計期間
第63期

中間連結会計期間
第62期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

売上高 (百万円) 5,177 5,079 10,443

経常利益 (百万円) 166 168 588

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 99 117 433

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 107 163 425

純資産額 (百万円) 5,393 5,768 5,683

総資産額 (百万円) 9,328 10,800 10,686

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 21.48 25.24 93.41

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 57.8 53.4 53.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,809 △842 2,162

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △47 △514 △273

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,928 1,510 △2,301

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,426 1,339 1,179
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当社グループは、当社と連結子会社３社で構成されており、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化を図ることを

目的としたケーブルシステム・インテグレーション事業を主な事業としております。

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間(2024年１月１日から2024年６月30日)におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善によ

り景気の緩やかな回復傾向が継続しています。一方で、欧米における高い金利水準の継続による経済活動の停滞

や中国経済の先行き懸念、中東地域の情勢変化等に起因する海外景気の下振れは、依然として我が国の景気も押

し下げるリスクとして存在します。

当社グループが属する固定ブロードバンド回線業界について、株式会社ＭＭ総研がまとめた「ブロードバンド

回線事業者の加入件数調査」では、2024年３月末時点のFTTH(光回線サービス)契約数は4,036万件（年間で82.4万

件の増加）となりました。2020年以降テレワーク需要の急拡大を背景に好調な伸びを見せていましたが、FTTH未

利用層の新規需要が2022年度内で一服し、その反動で2023年度は純増数が減少しました。今後のFTTH市場につい

ては、ワイヤレスの台頭による市場成長の鈍化が懸念される一方で、CATV最大手のJCOM株式会社がFTTH化を積極

的に進めることを2024年６月に発表し、中期的には同社を中心にCATVアクセスの光化がFTTH市場成長の底上げと

なることや集合住宅の全戸一括型での導入により継続した市場成長が見込まれます。

　この結果、当中間連結会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

(資産)

当中間連結会計期間末における流動資産は7,000百万円となり、前連結会計年度末に比べ13百万円増加いたしま

した。固定資産は3,800百万円となり、前連結会計年度末に比べ100百万円増加いたしました。

この結果、総資産は10,800百万円となり、前連結会計年度末に比べ114百万円増加いたしました。

(負債)

当中間連結会計期間末における流動負債は4,179百万円となり、前連結会計年度末に比べ94百万円増加いたしま

した。これは主に短期借入金が1,600百万円増加、支払手形及び買掛金が929百万円減少したことによるものであ

ります。固定負債は852百万円となり、前連結会計年度末に比べ65百万円減少いたしました。これは主に長期借入

金が23百万円、長期未払金が37百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は5,032百万円となり、前連結会計年度末に比べ29百万円増加いたしました。

(純資産)

当中間連結会計期間末における純資産合計は5,768百万円となり、前連結会計年度末に比べ84百万円増加いたし

ました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益117百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は53.4％(前連結会計年度末は53.2％)となりました。
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ｂ．経営成績

当中間連結会計期間の経営成績につきまして、当社は、エリア拡張に伴う大規模な光化工事に加え、FTTH事業

者間の契約獲得競争において主力となる高速大容量10Gbpsサービス向けシステムの販売とそれに付随する工事の

受注に努め、連結受注高は前年同期比で増加しました。さらに、今後必要とされる小規模エリアの光化ソリュー

ションや集合住宅向け通信高速化ソリューションの開発を行っております。

売上面では、放送用及び通信用光端末の売上減少があったものの、前期に受注した光化工事の進捗及び新規工

事案件の受注に努め、全体として売上は前年同期比で微減となりました。利益面では、機器販売の伸び悩みと人

件費の上昇を工事進捗による売上計上及び高付加価値案件受注による吸収に努め、同じく微減となりました。

以上により、連結売上高は5,079百万円(前年同期比1.9％減)、営業利益は142百万円(同1.6％減)、経常利益は

168百万円(同1.5％増)、親会社株主に帰属する中間純利益は117百万円(同17.7％増)となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、1,339百万円と、前連結会計年

度末と比べ159百万円の増加となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、使用した資金は842百万円（前年同期は1,809百万円の獲得）となりました。

支出の主な内訳は、仕入債務の減少額1,229百万円であります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は514百万円（前年同期は47百万円の使用）となりました。

支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出455百万円、無形固定資産の取得による支出52百万円であり

ます。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、獲得した資金は1,510百万円（前年同期は1,928百万円の使用）となりました。

収入の主な内訳は、短期借入金の純増額1,600百万円であります。

 
(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

て重要な変更はありません。

 

(7) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は79百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(8) 経営成績に重要な影響を与える要因

当中間連結会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 

(9) 生産、受注及び販売の実績

当中間連結会計期間において、受注高は6,122百万円(前年同期は5,394百万円)となっており、受注残高は6,350百

万円(同5,463百万円)となっております。

また、販売実績は5,079百万円(同5,177百万円)となっております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 11,735,120

計 11,735,120
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,943,780 4,943,780
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 4,943,780 4,943,780 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年１月１日～
2024年６月30日

― 4,943,780 ― 835 ― 811
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(5) 【大株主の状況】

2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＭＡＳＢｕｄｄｙ 名古屋市南区道全町４丁目９－２ 873 18.8

山口　嘉孝 岐阜県可児市 126 2.7

シンクレイヤ社員持株会 名古屋市中区千代田２丁目21－18 122 2.6

佐久間　憲文 川崎市中原区 109 2.3

明石　依子 岡山県倉敷市 85 1.8

山口　愛子 名古屋市瑞穂区 80 1.7

川本　志保子 愛知県春日井市 73 1.6

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 72 1.5

黒澤　博 千葉県南房総市 60 1.3

JPモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 59 1.3

計 ― 1,663 35.7
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 289,300
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

46,482 ―
4,648,200

単元未満株式
普通株式

― ―
6,280

発行済株式総数 4,943,780 ― ―

総株主の議決権 ― 46,482 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株が含まれております。

② 【自己株式等】

  2024年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

シンクレイヤ株式会社
名古屋市中区千代田２－
21－18

289,300 － 289,300 5.85

計 ― 289,300
－
 

289,300 5.85
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年１月１日から2024年６月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、栄監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,179 1,339

  受取手形及び売掛金 ※  803 ※  721

  完成工事未収入金 1,773 1,349

  商品及び製品 2,434 2,597

  仕掛品 51 84

  未成工事支出金 9 7

  原材料及び貯蔵品 678 704

  その他 56 196

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 6,986 7,000

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 1,644 1,644

   その他 4,108 4,276

   減価償却累計額 △2,991 △3,097

   有形固定資産合計 2,762 2,824

  無形固定資産 89 126

  投資その他の資産 848 849

  固定資産合計 3,699 3,800

 資産合計 10,686 10,800
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,816 ※  886

  工事未払金 541 255

  短期借入金 100 1,700

  １年内返済予定の長期借入金 264 287

  未払法人税等 148 62

  賞与引当金 116 30

  役員賞与引当金 14 7

  工事損失引当金 0 2

  その他 1,082 947

  流動負債合計 4,084 4,179

 固定負債   

  長期借入金 400 376

  長期未払金 281 243

  退職給付に係る負債 236 232

  固定負債合計 917 852

 負債合計 5,002 5,032

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 835 835

  資本剰余金 863 869

  利益剰余金 3,920 3,949

  自己株式 △84 △81

  株主資本合計 5,535 5,573

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1 1

  為替換算調整勘定 147 193

  退職給付に係る調整累計額 △1 △0

  その他の包括利益累計額合計 148 194

 純資産合計 5,683 5,768

負債純資産合計 10,686 10,800
 

 

EDINET提出書類

シンクレイヤ株式会社(E05326)

半期報告書

12/22



(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 5,177 5,079

売上原価 4,198 4,046

売上総利益 978 1,033

販売費及び一般管理費 ※  834 ※  890

営業利益 144 142

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 11 7

 受取家賃 1 1

 為替差益 14 13

 その他 4 8

 営業外収益合計 31 31

営業外費用   

 支払利息 4 4

 その他 5 0

 営業外費用合計 10 5

経常利益 166 168

特別利益   

 投資有価証券売却益 5 -

 特別利益合計 5 -

特別損失   

 固定資産除却損 0 0

 投資有価証券売却損 - 0

 特別損失合計 0 0

税金等調整前中間純利益 171 168

法人税等 71 51

中間純利益 99 117

親会社株主に帰属する中間純利益 99 117
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

中間純利益 99 117

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1 0

 為替換算調整勘定 18 45

 退職給付に係る調整額 △11 0

 その他の包括利益合計 7 46

中間包括利益 107 163

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 107 163
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 171 168

 減価償却費 81 90

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 0 2

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △0

 賞与引当金の増減額（△は減少） △46 △86

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2 △7

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △6 △3

 受取利息及び受取配当金 △11 △8

 支払利息 4 4

 為替差損益（△は益） △2 △1

 固定資産除却損 0 0

 投資有価証券売却損益（△は益） △5 0

 売上債権の増減額（△は増加） 896 519

 棚卸資産の増減額（△は増加） 824 △183

 仕入債務の増減額（△は減少） △689 △1,229

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 475 189

 その他 △27 △170

 小計 1,656 △713

 利息及び配当金の受取額 11 8

 利息の支払額 △4 △5

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 145 △131

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,809 △842

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △39 △455

 無形固定資産の取得による支出 △13 △52

 投資有価証券の売却による収入 5 0

 その他 0 △5

 投資活動によるキャッシュ・フロー △47 △514

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,900 1,600

 長期借入れによる収入 200 150

 長期借入金の返済による支出 △177 △151

 配当金の支払額 △50 △88

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,928 1,510

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △162 159

現金及び現金同等物の期首残高 1,589 1,179

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  1,426 ※  1,339
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【注記事項】

(第一種中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用)

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(中間連結貸借対照表関係)

※　中間連結会計期間末日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

受取手形 2百万円 31百万円

支払手形 89百万円 138百万円
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

給料及び手当 288百万円 280百万円

賞与引当金繰入額 27 18 

退職給付費用 10 20 

役員賞与引当金繰入額 8 4 

研究開発費 76 79 

減価償却費 32 48 

賃借料 22 21 

貸倒引当金繰入額 △0 △0 
 

 
 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

現金及び預金勘定 1,426百万円 1,339百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

－ － 

現金及び現金同等物 1,426 1,339 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2023年１月１日　至　2023年６月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月30日
定時株主総会

普通株式 50 11 2022年12月31日 2023年３月31日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年７月28日
取締役会

普通株式 27 6 2023年６月30日 2023年８月30日 利益剰余金
 

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2024年１月１日　至　2024年６月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月28日
定時株主総会

普通株式 88 19 2023年12月31日 2024年３月29日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年７月26日
取締役会

普通株式 37 8 2024年６月30日 2024年８月30日 利益剰余金
 

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　2023年１月１日　至　2023年６月30日)及び当中間連結会計期間(自　2024年１月１日　至　

2024年６月30日)

当社グループは、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化を図ることを目的としたケーブルシステム・インテグ

レーション事業を主な事業として営んでおり、単一事業であることから記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前中間連結会計期間(自　2023年１月１日　至　2023年６月30日)

（単位：百万円）

 
機器インテグレーション

部門
トータル・インテグレー

ション部門
合計

売上高    

一時点で移転される財 3,089 14 3,103

一定の期間にわたり移転される財 － 2,073 2,073

顧客との契約から生じる収益 3,089 2,088 5,177

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 3,089 2,088 5,177
 

 
当中間連結会計期間(自　2024年１月１日　至　2024年６月30日)

（単位：百万円）

 
機器インテグレーション

部門
トータル・インテグレー

ション部門
合計

売上高    

一時点で移転される財 2,403 16 2,420

一定の期間にわたり移転される財 － 2,659 2,659

顧客との契約から生じる収益 2,403 2,675 5,079

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 2,403 2,675 5,079
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年６月30日)

１株当たり中間純利益金額 21円48銭 25円24銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益金額(百万円) 99 117

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益金額(百万円)

99 117

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,637 4,645
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

2024年７月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。
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(イ) 配当金の総額……………………………………… 37百万円

(ロ) １株当たりの金額………………………………… ８円00銭

(ハ) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日…………2024年８月30日
 

(注)　2024年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
2024年８月９日

シンクレイヤ株式会社

取締役会  御中

 
栄監査法人

 

名古屋事務所
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 横　　井　　陽　　子  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 花　　村　　美　　晴  
 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンクレイヤ株

式会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、シンクレイヤ株式会社及び連結子会社の2024年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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